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伴い各社減産を進めたことにある。08年度の
温暖化ガス排出量は、日立436万トン、パナ
ソニック347万トン、ソニー184万トン、東芝
337万トン、富士通167万トン、NEC165万ト
ン、三菱電機95万トン、シャープ170万トン、
三洋電機64万トンである２）。これら電機会社
は07年度にはCO2排出量が1990年度に比べて
1.9倍と産業界では最大値を示していた。で
₁．序論
　本年８月12日付『日本経済新聞』に「電機
大手９社の2008年度の温暖化ガス排出量は合
計約1,960万トンと、07年度から8.5%減少し
た」とある１）。この記事によると日立とパナ
ソニック、ソニーは09年度以降の削減目標を
前倒しで達成した。主因は、世界同時不況に
キーワード ：環境会計、総合電機会社、環境保全コスト、環境投資、環境費用
Key words ：Environmental Accounting, General Electronic Manufacturers, Environmental Conservation Cost, 
Environmental Investments, Environmental Cost
わが国の環境会計情報の分析（2）総合電機会社
Analysis of Japan’s Environmental Accounting Information
(2) General Electronic Manufacturers
吉　田　雄　司
YOSHIDA, Yuji
 We have verified the environmental accounting information of eight Japanese general 
electronic manufacturers (Hitachi, Ltd., Panasonic Corporation, Toshiba Corporation, 
Fujitsu, NEC Corporation, Mitsubishi Electric Corporation, Sharp Corporation and Sanyo 
Electric Co., Ltd.) in terms of qualitative and quantitative analysis. Qualitatively, the scope 
of calculation was distinguished between a single company and a group of companies. But 
there is a problem of uncertainty as to whether the information is within the scope of 
environmental accounting or related to all of the environmental reports. They should be 
posted in the items of environmental accounting. For information disclosure guidelines, 
“Environmental Report Guidelines 2007” and “Environmental Accounting Guidelines 2005” 
of the Ministry of the Environment have been widely used. As a quantitative analysis, about 
40% of environmental investments are appropriated to global environmental conservation 
costs on average for the eight companies. Out of environmental costs, some companies 
spend about 50% for pollution prevention costs and about 40% for research and 
development costs. The amount of environmental investment accounts for about 2.21% of 
the total amount of capital investment on average over the past five years, while 
environmental costs account for about 0.7% of operating costs on the same basis. The 
amount of environmental research and development costs accounts for 4.0% of the total 
amount of research and development costs on the same basis.
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らは除外した。
　本稿では、各社の環境と社会に関する報告
書を「環境報告書」と称することにする。ま
た、企業名として日立製作所を「日立」とす
る。
₂．総合電機会社の環境会計の定性的分
析
2.1　環境会計の基本事項の比較
　総合電機会社８社は、環境報告書にどのよ
うな情報を開示しているのか、基本事項を検
証してみる。（表２－１）は、各社2008年度版
の環境報告書の各項目をまとめたものである。
　1.報告書名称は、環境報告書のタイトル名
である。各社とも事業単体ではなくグループ
での開示となっている。環境・社会・CSRと
いう名称だけでなく、パナソニックは「エコ
アイディア」、日本電気は環境版の「アニュ
アルレポート」と称している。従来は報告書
の小冊子を資料請求で入手可能であったが、
webサイトからのダウンロードが各社とも可
能になってきている。日本電気、三菱電機、
三洋電機の3社は、小冊子の発行は停止し
webサイトのみの開示にしている。いずれも
pdfファイルで閲覧可能ではあるが、報告書
の全体像を把握するには小冊子版を発行して
おくべきであろう。
　2.対象範囲は、８社とも08年４月１日から
09年３月31日である。会計期間との整合性を
考慮すればこの期間での開示は好ましい。た
だ、四半期報告の会計期間開示に合わせるほ
どの緊急性は必要ないと考える。
　3.集計範囲（boundary）は、環境会計の開
示情報が事業単体なのかグループ又は連結決
算の子会社までを含むかの問題である。報告
書の編集方針にこの範囲が記載されていても、
は、その間に各社はどれだけの環境保全コス
トを支出してきたのであろうか。
　本稿では、前回に続きわが国の環境会計情
報の実証分析として総合電機会社を取り上げ
た。
　研究目的は、総合電機会社８社の「環境報
告書」にみる環境会計情報を定性・定量的に
分析し、電機業界の環境保全コストの分析検
証を行うことにある。
　研究手法は、各電機会社の「環境報告書」
（web上での開示が多い）にある環境会計情
報を以下の順で検討していく。まず、定性的
分析として、1. 環境会計情報の基本事項の比
較、2. 環境保全コストの分類、3. 減価償却費、
経済効果等ついて検証する。次に定量分析と
して、1. 環境投資・環境費用の金額と推移、2. 
環境投資と設備投資の比較、3. 環境費用と営
業費用の比較、4. 環境研究開発費と研究開発
費総額の比較である。
　使用する主要データは次のものである。「日
立グループ環境報告書2009」、「パナソニック
グループエコアイディアレポート」、「東芝グ
ループ環境レポート2009」、「2009富士通グ
ループ社会・環境報告書」、「NEC環境アニュ
アルレポート2009」、「三菱電機CSRの取り組
み環境報告2008年度の活動結果」、「シャープ
環境・社会報告書2009」、「三洋電機グループ
の環境社会活動2009」。これらは2008年度の
環境会計情報として使用するが過年度につい
ては各社バックナンバーを利用した。他には
「有価証券報告書」をEDINETから検索した。
　なお、ソニーについては環境省の「環境会
計ガイドライン」に沿った情報開示が2004年
3月で終了し、その後は当社独自の地球温暖
化対策の環境情報を開示している。このため
他社との比較が困難なため今回の検証対象か
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報
告
書
」
を
も
と
に
作
成
。）
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それは環境報告書の全体についてであり、環
境会計の情報とは別範囲と考えなければなら
ない。８社のうち日立と富士通以外の６社は、
環境会計の頁にその集計範囲が掲載されてい
た。この集計範囲は、企業により毎年同じで
ないことも有り、年度間の比較可能性の限界
にもなってしまう。
　4.参考ガイドラインでは、環境省の「環境
会計ガイドライン2005年版」を参考にして環
境会計の情報を作成していることが分かる。
環境報告書には環境会計以外の環境経営や環
境負荷情報等も掲載されるため国際ガイドラ
インとしての視点からThe Global Reporting 
Initiative’s (GRI), “Sustainability Reporting 
Guideline2006”を参考に挙げる企業もある３）。
GRIをガイドラインとして使用することは、
国際社会でも環境や社会に対する社会的責任
を負担しているという意図が読み取れる。
　5.第三者審査又は評価は、監査法人の環境
経営や環境会計に対応する事業部から審査や
評価を受けていることが分かる。パナソニッ
クとシャープは、「KPMGあずさ監査法人グ
ループ」から独立の第三者審査報告書を獲得
している。審査基準には、「国際保証業務基準
（ISAE）3000」を参考に「環境報告書審査基準」
及び「サステナビリティ情報審査実務指針」
に準拠した審査を実施している。また判断基
準には、「環境パフォーマンス指標算定基準」、
「環境報告審査登録マーク付与基準」を使用
している４）。
　審査手続きは、報告書の作成、開示方針へ
の質問から始まり、指標について会社が定め
た算定基準の検討や指標の把握方法および集
計プロセス、内部統制の整備・運用状況の評
価、サンプリングによる原始証憑との照合、
再計算の実施、そして重要な環境情報が漏れ
なく開示されているかについての質問等があ
る。そして審査の結論では、当年の実績指標
が「環境パフォーマンス指標算定基準」に準
拠していること、また重要な環境情報が漏れ
なく開示されていることなどが表明されてい
る。
　これだけの第三者審査の評価が可能であれ
ば、環境会計の情報の信頼性も向上するとい
えよう。ただ、某社環境推進本部によれば環
境省「環境会計ガイドライン」について次の
ように意見している。
　「すべての情報開示者等は基本的に自主
判断にて情報を収集・開示している状況で
あると捉えられます。したがって第三者審
査を実施する場合でも、正確性、公平性が
必ず担保されるという状況には至っていな
いと考えております。」５）
　こうした発言に対し筆者は、第三者審査で
正確性や公平性がある程度担保されなくても
独立した第三者からの評価は必要ではないの
かという立場である。実際、パナソニックや
シャープ以外にも他社は、第三者評価や保証
報告書を付与している。環境会計のガイドラ
インに沿った開示を行う以上は、その情報の
信頼性は何らかの形で担保する姿勢は必要で
はないのか。
　6.環境会計の記述については、どのような
内容を説明しているかまた文字数も測定した。
環境会計に対する考えが述べてあるものは、
日立、パナソニック、東芝、日本電気、三洋
電機である。他社は環境会計の集計結果のみ
やデータの推移についての記述に留まってい
る。筆者は、環境会計に対する企業側の考え
方、集計プロセス、集計結果の３点は基本事
項として記述して欲しいと考えている。
　7.環境会計の図表は、環境保全コスト、環
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2.2　環境保全コスト分類の内訳
　環境保全コスト分類の内訳は、環境省のガ
イドラインに準じて行われている。（表２－２）
は、その具体例を三菱電機とシャープで示し
たものである。事業エリア内活動は、公害防
止コスト、地球環境保全コスト、資源循環コ
ストに３区分される。電機産業で顕著なのは
地球環境保全コストとして太陽光発電の導入
や照明機器の高効率機器転換などが指摘でき
る。研究開発コストでは、自然冷却HC（炭
化水素）ヒートポンプの開発、太陽電池セル
高効率技術の開発や高純度のプラスチックリ
サイクル技術開発などがある。
　東芝では、環境保全コストとその効果とし
て環境経営ツールとしての環境会計を提起し
ている。当社では環境効果を（表２－３）の
ように、①顧客効果、②経済的みなし効果、
③リスク回避効果、④経済的実質効果の4効
境保全効果、環境保全対策に伴う経済効果の
３表が掲載されているかを比較したものであ
る。企業独自の一覧表を作成しているところ
もある。富士通、日本電気、シャープの３社
は、費用対効果の視点から環境保全コストと
環境保全効果、経済効果の基本３要素を一覧
表にまとめている。この表形式だと環境保全
活動の分類項目からコスト対効果の関係が把
握され易く分かりやすい。
　以上から総合電機会社の環境会計の基本情
報は、次のようにまとめられる。先ず小冊子
からwebサイトへの移行が顕著であること。
集計範囲は、グループで開示されていること、
第三者評価では監査法人の環境事業部の審査、
評価を導入していることが特徴としてあげら
れる。次に環境会計の開示のうち環境保全コ
ストの分類の内訳について検証することにす
る。
（表₂－₂）環境保全コストの内訳例
環境保全コスト 三 菱 電 機 シ ャ ー プ
事業エリア
内活動
公害防止
排気、排水処理設備の更新維持管理費用、
法規対応車両代替のための費用。
スクラバーの設置、排ガス処理システムの
設置。
地球環境保全
空調、冷凍機器、照明機器などの高効率機
器への転換、太陽光発電導入、エネルギー
計測システム導入等。
PFC等除外装置導入。太陽光発電の設置。
省エネルギー設備の導入。
資源循環
産廃処理、製品屑や紙・段ボールのリサイ
クル費用等。
廃棄物排出削減と有価物化の推進、用水の
循環利用。
上下流コスト
製品中の環境負荷物質の含有調査、代替材
の試作・評価など。
使用済み商品の回収・リサイクル・適正処
理の推進。
環 境 管 理
環境教育、EMS活動、環境展示会、敷地内
緑化費用など。
環境マネジメントシステムの運用、環境経
営の推進、環境教育の活動。
研 究 開 発
自然冷媒HCヒートポンプの開発、太陽電
池セル高効率化技術開発、高純度プラス
チックリサイクル技術開発等。
太陽光発電の研究開発、プラスチックの自
己循環型マテリアルリサイクルの推進、バ
イオ樹脂塗装の開発。
社 会 活 動 敷地内外の清掃活動、工場内緑地管理等。 社会貢献活動の展開。
その他環境損傷
土壌・地下水汚染の調査や浄化に関わる費
用など。
（出所：「三菱電機CSRの取り組み環境報告2009」、シャープ「環境・社会報告書2009」より作成。）
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果に区分している６）。①は顧客が製品を使用
段階で環境負荷低減効果を金額換算したもの
である。算定方法は、製品のライフサイクル
を通じての環境負荷低減効果を物量単位と貨
幣単位（金額）で評価する７）。この第１象限
は外部ベネフィットと競争優位に立った領域
である。
　②は環境負荷の削減量を金額換算したもの
である。算定方法は、環境基準とACGIH-
TLV（米国産業衛生専門家会議で定めた物質
ごとの許容濃度）をもとに、カドミウム換算
した物質毎の重み付けを行い、カドミウム公
害の賠償費用を乗じて金額を算定する。大気・
水域・土壌等への環境負荷の削減量を前年度
比で示すとともに金額換算して表示すること
で異なる環境負荷を同一の基準で比較可能に
する８）。この第２象限は、①同様に外部利用
者へのベネフィットが有りながらも環境リス
クを考慮した領域である。
　③は投資前の環境リスク減少額を算出した
ものである。算定方法は、土壌・地下水など
の汚染防止を目的にした防液堤など環境構造
物投資に対する効果を、将来起きる可能性の
あるリスクを回避する効果として評価する９）。
この第３象限は、環境リスクを考えながらも
企業内部のベネフィットがある領域で、将来
リスクを回避できる利点がある。
　④は電気料金や水道料金などの削減で直接
金額表示可能なものである。算出方法は、電
気料金や廃棄物処理費用などの前年度に対し
節減できた金額と有価値物売却益で算定す
る10）。この第4象限は、他社に対する競争優
位と企業内部ベネフィットに優れた領域に
なっている。このように環境保全コストに対
する効果は企業独自の算定方法を導入する企
業が増えてきた。
₃．総合電機会社の環境会計の定量分析
3.1　環境保全コストの分類・金額
　ここからは総合電機会社８社における環境
会計の定量情報について検討する。（表３－
１）、（表３－２）は、2009年３月末の環境保
全コストの分類とその金額をまとめたもので
ある。分類項目は、環境省のガイドラインで
示しているものに準じた区分である。事業エ
リア内コストとして、公害防止コスト、地球
環境保全コスト、資源循環コストの３項目を
配置した。次に事業活動に伴ってその上下流
（表₂－₃）東芝の環境経営ツールとしての環境会計
（出所：「東芝グループ環境レポート2009」p.67.をもとに作成。）
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で生じる環境負荷抑制としての上下流コスト
がある。この他、環境管理コスト、環境研究
開発コスト、社会活動コスト、その他環境損
害コストの合計８項目のコスト区分で形成さ
れる。
　（表３－１）（表３－２）の各社環境保全コ
ストから環境投資が多いのは、パナソニック
168.1億 円、 東 芝133.9億 円、 日 立101.7億 円、
三洋電機57.7億円の順で、他4社はいずれも
50億円を下回っている。環境投資の支出内訳
（表₃－₁）環境保全コストの分類（2009年₃月末）	 （単位：億円）
分類項目
日  立 パナソニック 東芝 富士通
環境投資 環境費用 環境投資 環境費用 環境投資 環境費用 環境投資 環境費用
公 害 防 止 ＊ 333.1 45.7 55.8 118.1 312.6 2.9 49.7
（比率） ― 34.0% 27.2% 11.8% 88.2% 51.5% 16.5% 24.1%
地 球 環 境 保 全 ＊ ** 85.9 38.0 ** ** 9.9 27.5
（比率） ― ― 51.1% 8.1% ― ― 56.3% 13.3%
資 源 循 環 ＊ ** 8.8 52.2 ** ** 0.9 34.5
（比率） ― ― 5.2% 11.1% ― ― 5.1% 16.7%
上 下 流 コ ス ト ＊ 19.7 11.3 65.2 8.2 23.3 0.1 10.3
（比率） ― 2.0% 6.7% 13.8% 6.1% 3.8% 0.6% 5.0%
環 境 管 理 ＊ 112 1.0 94.5 3.0 94.6 1.4 46.3
（比率） ― 11.4% 0.6% 20.0% 2.3% 15.6% 8.0% 22.4%
研 究 開 発 ＊ 502.6 12.0 123.6 4.4 156.5 2.1 22.9
（比率） ― 51.3% 7.1% 26.2% 3.3% 25.8% 11.9% 11.1%
社 会 活 動 ＊ 3.5 ― 2.2 0.2 1.2 0 0.2
（比率） ― 0.4% ― 0.5% 0.1% 0.2% 0.0% 0.1%
そ の 他 環 境 損 傷 ＊ 9.9 3.4 40 0.0 19.1 0.2 15
（比率） ― 1.0% 2.0% 8.5% 0.0% 3.1% 1.1% 7.3%
合 計 101.7 980.6 168.1 471.5 133.9 607.2 17.6 206.4
（比率） 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%
（注）*日立の環境投資額は合計金額のみ開示され、分類項目別金額は不明。
（注）**事業エリア内活動の内訳が不明のため総額で公害防止に計上。
（出所：各社2008年度版「環境報告書」をもとに作成。）
（表₃－₂）環境保全コストの分類（2009年₃月末）	 （単位：億円）
分類項目
日本電気 三菱電機 シャープ 三洋電機
環境投資 環境費用 環境投資 環境費用 環境投資 環境費用 環境投資 環境費用
公 害 防 止 15.0 14.4 7.4 43.4 23.5 56.9 13.4 31.4
（比率） 64.4% 20.4% 15.8% 19.9% 66.1% 28.0% 23.2% 12.7%
地 球 環 境 保 全 5.3 1.6 33.3 32.4 9.1 24.9 9.4 21.9
（比率） 22.7% 2.2% 71.0% 14.9% 25.6% 12.3% 16.3% 8.8%
資 源 循 環 2 27.4 4.7 28.4 0.2 77.3 3.5 25.1
（比率） 10.0% 38.8% 10.0% 13.0% 0.4% 38.1% 6.1% 10.1%
上 下 流 コ ス ト 0.5 7.7 0.6 13.3 0.9 0.2 0.6 6.9 
（比率） 1.9% 10.9% 1.3% 6.1% 2.7% 0.1% 1.0% 2.8%
環 境 管 理 0.2 12.3 0.1 38 0.6 20.1 1.6 22.1
（比率） 0.9% 17.4% 0.2% 17.5% 1.8% 9.9% 2.8% 8.9%
研 究 開 発 ― 4.0 0.5 51.3 1.2 22.8 28.6 135.8
（比率） 5.6% 1.1% 23.6% 3.7% 11.2% 49.5% 54.8%
社 会 活 動 0.0 3.1 0 1.2 ― 0.5 0.2 2.6 
（比率） 0.0% 4.3% 0.0% 0.6% 0.0% 0.3% 0.40% 1.0%
そ の 他 環 境 損 傷 0 0.3 0.3 9.7 ― ― 0.4 2.4 
（比率） 0.0% 0.4% 0.6% 4.5% 0.0% 0.0% 0.7% 1.0%
合 計 23.0 70.7 46.9 217.7 35.5 202.8 57.7 248.1
（比率） 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%
（出所：各社2008年度版「環境報告書」をもとに作成。）
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では、公害防止、地球環境保全コストが顕著
な割合を占めている。次いで研究開発費の支
出が目立つ。公害防止コストでは、東芝は
118.1億円で環境投資総額の88.2%（事業エリ
ア内コストでの測定値）、シャープは23.5億円
で同66.1%、日本電気が15.0億円で同64.4%を
それぞれ占めている。また地球環境保全では、
富士通が9.9億円と環境投資の56.3%、パナソ
ニックが85.9億円で同51.1%を占めている。
　事業エリア外では、研究開発費として三洋
電機が28.6億円で環境投資の49.5%、富士通
が2.1億円で11.9%を占めているが、他６社は
10%以下の研究開発投資額である。
　環境費用では、日立が980.6億円と最高額
を支出し、次いで東芝が607.2億円、パナソ
ニック471.5億円となる。他、三洋電機、三
菱電機、富士通、シャープが200億円台を超
えている。環境費用の内訳は、公害防止コス
ト、資源循環コストへの支出が顕著である。
事業エリア外では環境投資同様に研究開発費
への支出が多いことが分かる。公害防止では、
日立が333.1億円（34.0%）、シャープ56.9億
円（28.0%）、富士通49.7億円（24.1%）が多い。
資源循環コストでは、日本電気が27.4億円
（38.8%）、シャープが77.3億円（38.1%）の支
出を占めている。研究開発費は、三洋電機の
135.8億円（54.8%）、日立の502.6億円（51.3%）
が最多である。
　こうした支出額の内容としては、例えば富
士通は環境費用が前年比で約12億円増大した。
その主因は、グリーンITによる環境負荷低減
の取り組みを表現した企業広告シリーズにオ
ンエアしたことを挙げている。環境広告費用
は管理活動コストに計上され前年度比約1.5
倍の46億円になった11）。また、シャープは環
境投資として、亀山工場の臭気および大気汚
染防止対策の設備投資を行い、公害防止コス
トが前年度比73%増加し約23.5億円の支出と
なっている12）。
　ここまでは、環境保全コストの分類とその
金額について単年度での比較を検討した。で
は、過去５年間の時系列比較からはどのよう
な推移が見られるだろうか、以下では環境保
全コストと事業規模の関係から比較検討を行
う。
3.2　環境保全コストと事業規模比較
　（表３－３）は総合電機会社８社の環境投
資と環境費用の過去５年間の推移である。５
年間の平均値を比較すると、環境投資の最高
値は東芝の156.2億円、次いでパナソニック
の140.4億円、日立138億円である。８社の平
均値は76.85憶円である。環境費用は、日立
が950.8憶円と最高値を示し、パナソニック
533.4億円、東芝509億円と続く。同平均値は、
355.54憶円である。
　この表では、環境保全コストを環境投資と
環境費用の合計値として把握している。本来、
投資は資産で費用は損益計算書の項目である。
しかし、自動社産業や鉄鋼産業では、両者の
合計値を環境保全コストと認識し環境会計情
報の一要素に位置付けている。この総合電機
産業の集計でもそれらとの比較を考慮して作
成してある。５年間の環境保全コスト平均値
は、１社当たり432.39憶円であることが分かる。
因みに、鉄鋼会社のそれは568億円である13）。
　減価償却費の扱いについては、日立、パナ
ソニック、富士通、三菱電機、シャープ、三
洋電機が環境費用として計上している。パナ
ソニックは、2007年度より減価償却費の集計
を当年度分のみ計上し過年度投資分の減価償
却費は計上しないようにしている。そのため
07年から08年にかけて環境費用は578億円か
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ら485億円に減少している。
　また、富士通は減価償却費について耐用年
数５年の定額法の費用処理と定めている。残
存価額は無い。耐用年数を５年にした根拠は、
環境設備の導入から修繕、改良を実施するま
での実質的期間の平均値が５年だからという
ことである。
　三洋電機の環境投資と環境費用の推移を、
2005年から2009年にかけてみると次のような
ことが分かる。05年３月の環境保全コストは
325億円から06年には287億円へ減少している。
その要因は、04年度に発生したソーラーアー
ク関連の投資や製造ラインの一部閉鎖に伴う
公害防止費用の大幅減少並びに研究開発費の
効率化にある。
　また、06年３月の環境費用240億から翌年
221億円への減少は、社会活動コストにおけ
る環境広告費の見直しに原因があった。07年
３月の環境費用221億円から翌年249億円への
増加は、ソーラー事業部門の拡大や環境配慮
型製品の開発拡大に伴う環境研究開発費の増
大であった。そして08年の環境投資46億円か
ら翌年58億円への増加は、ソーラー製造工場
の増産投資に伴う公害設備投資やハイブリッ
ド自動車用二次電池に開発研究費を投資した
からであった。
　（表３－４）は、環境保全コストと連結売
上高の過去５年間の推移を示した表である。
（表₃－₃）環境投資と環境費用の推移	 （単位：億円）
年月 2005年3月 2006年3月 2007年3月 2008年3月 2009年3月 5年間平均
社 名 環境投資環境費用 合計 環境投資環境費用 合計 環境投資環境費用 合計 環境投資環境費用 合計 環境投資環境費用 合計 環境投資環境費用 合計
日 立 141 876 1,017 138 898 1,036 155 982 1,137 154 1,017 1,171 102 981 1,083 138 950.8 1,088.8 
パナソニック 124 551 675 134 582 716 138 578 716 138 485 623 168 471 639 140.4 533.4 673.8
東 芝 123 389 512 121 495 616 202 542 744 201 513 714 134 607 741 156.2 509.2 665.4
富 士 通 27 179 206 25 179 204 37 167 204 17 194 211 18 206 224 24.8 185 209.8
日本電気 12 81 93 18 91 109 7 86 93 17 84 101 23 71 94 15.4 82.6 98
三菱電機 45 146 191 39 165 204 60 178 238 57 193 250 47 218 265 49.6 180 229.6
シャープ 62 114 176 24 118 142 31 153 184 36 203 239 35 203 238 37.6 158.2 195.8
三洋電機 58 267 325 47 240 287 55 221 276 46 249 295 58 248 306 52.8 245 297.8
合計 592 2,603 3,195 546 2,768 3,314 685 2,907 3,592 666 2,938 3,604 585 3,005 3,590 614.8 2,844.2 3,459
平均 74 325 399 68 346 414 86 363 449 83 367 451 73 376 449 77 356 432 
（出所：各社の2004年度～2008年度「環境報告書」をもとに作成。）
（表₃－₄）環境保全コストと連結売上高の推移	 （単位：億円）
年月 2005年3月 2006年3月 2007年3月 2008年3月 2009年3月 5年間平均
社　名
環境保
全コスト
連結売
上高
比率
環境保
全コスト
連結売
上高
比率
環境保
全コスト
連結売
上高
比率
環境保
全コスト
連結売
上高
比率
環境保
全コスト
連結売
上高
比率
環境保
全コスト
連結売
上高
比率
日 立 1,017 90,270 1.10% 1,036 94,648 1.09% 1,137 102,479 1.11% 1,171 112,267 1.04% 1083 100,004 1.08% 1088.8 99933.6 1.08%
パナソニック 675 87,136 0.77% 716 88,943 0.81% 716 91,082 0.79% 623 90,689 0.69% 639 77,655 0.82% 673.8 87101 0.77%
東 芝 512 58,361 0.88% 616 63,435 0.97% 744 71,164 1.05% 714 76,653 0.93% 741 66,545 0.97% 665.4 67231.6 0.98%
富 士 通 206 47,628 0.43% 204 47,914 0.43% 204 51,002 0.40% 211 53,308 0.40% 224 46,929 0.48% 209.8 49356.2 0.42%
日本電気 93 48,017 0.19% 109 48,249 0.23% 93 46,526 0.20% 101 46,172 0.22% 94 42,156 0.22% 98 46224 0.21%
三菱電機 191 34,107 0.56% 204 36,042 0.57% 238 38,557 0.62% 250 40,498 0.62% 265 36,651 0.72% 229.6 37171 0.62%
シャープ 176 25,399 0.69% 142 27,971 0.51% 184 31,278 0.59% 239 34,177 0.70% 238 28,472 0.84% 195.8 29459.4 0.66%
三洋電機 325 20,898 1.56% 287 20,317 1.41% 276 18,826 1.47% 295 20,178 1.46% 306 17,707 1.73% 297.8 19585.2 1.52%
合計 3,195 411,816 0.78% 3,314 427,519 0.78% 3,592 450,914 0.80% 3,604 473,942 0.76% 3,590 416,119 0.86% 3,459 436,062 0.79%
平均 399 51,477 0.78% 414 53,440 0.78% 449 56,364 0.80% 451 59,243 0.76% 449 52,015 0.86% 432 54,508 0.79%
（注）環境保全コスト＝環境投資＋環境費用。比率＝環境保全コスト÷連結売上高×100%
（出所：各社の2004年度～2008年度「環境報告書」および同年「有価証券報告書」、2009年３集『会社四季報』をもとに作成。）
― 134 ―
埼玉学園大学紀要（経営学部篇）　第９号
費用×100%で算定した。営業費用の金額は、
売上原価と販売費および一般管理費の合計値
である。2005年から５年間の環境費用比率の
平均は、最高値が三洋電機の1.12%、次が日
立0.99%、そして東芝0.77%となる。最低値は、
日本電気0.18%である。8社平均値は0.70%で
あり、鉄鋼会社2.23%、電力会社4.1%に比較
するとかなり低い数値である16）。2009年３月
期の総合電機８社の営業費用総額は、41兆
7,150億円でそのうち８社の環境費用は3,005
億円を占め環境費用比率は、0.72%である。
１社当たり約376億円の環境費用である。
　（表３－７）は、研究開発費の比較表である。
各社の研究開発費総額に占める環境研究開発
費はどれくらいかを示したものである。算定
式は、環境研究開発費比率＝環境研究開発費
÷研究開発費×100%である。2005年から５
年間の同比率の平均は、最高値が三洋電機
13%、次が日立10.74%、そして東芝3.54%で
ある。最低値は、日本電気の0.16%である。
８社 平 均 値 は4.00%で あ り、 鉄 鋼 会 社 の
10.32%、国内乗用車産業26.4%、総合化学工
業3.8%よりも低い値である17）。2009年３月期
の８社の研究開発費総額は、２兆3,244億円で
そのうち環境研究開発費は1,022億円を占め
環境研究開発費比率は4.40%である。１社当
たり約128億円の環境研究開発費である。
環境保全コストは、環境投資と環境費用の合
計値である。連結売上高に対してどれだけの
環境保全コストを費やしているかを見た。
　2005年から５年間の各社の環境保全コスト
売上高比率の平均値は、最高値が三洋電機の
1.52%、次が日立1.08%、そして東芝0.98%、
パナソニック0.77%である。最低値は日本電
気の0.21%となる。８社の平均値は0.79%で
あり、この数値は鉄鋼会社の2.55%、電力会
社の4.5%、国内乗用車産業の2.8%に比べる
とかなり低い値である14）。09年３月期におけ
る８社の連結売上高は、41兆6,119億円であ
り、そのうち環境保全コストは3,590億円を
占め、対連結売上高比率は約0.86%である。
　（表３－５）は、環境投資と設備投資の過
去５年間の推移である。ここで環境投資比率
＝環境投資÷設備投資×100%で算定してい
る。設備投資の金額は「有価証券報告書」と
「会社四季報」のバックナンバーから検索し
た。この環境投資比率は、環境投資が設備投
資の何パーセントを占めているかを見る指標
である。
　2005年から09年までの各社平均比率は、最
高値が三洋電機の6.37%、次がパナソニック
と三菱電機が3.39%、そして東芝3.11%と続
く。最低値は、富士通の1.09%である。８社
平均値は、2.21%である。この数値は、鉄鋼
会社の9.28%、電力会社7.7%、総合化学工業
の4.3%よりも低い15）。09年３月期の８社の設
備投資２兆7,264億円でそのうち、環境投資
が585億円を占め、対設備投資比率は2.15%
である。この比率は、06年から08年までは増
加してきたが09年には減少した。
　（表3－6）は、環境保全コストの環境費用
と営業費用の関係を過去５年間の推移で示し
た表である。環境費用比率＝環境費用÷営業
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（表₃－₅）環境投資と設備投資の推移	 （単位：億円）
年月 2005年3月 2006年3月 2007年3月 2008年3月 2009年3月 平均
社 名 環境投資 設備投資 比率 環境投資 設備投資 比率 環境投資 設備投資 比率 環境投資 設備投資 比率 環境投資 設備投資 比率 比率
日 立 141 9,596 1.47% 138 9,547 1.45% 155 10,485 1.48% 154 9,691 1.59% 102 7,884 1.29% 1.46%
パナソニック 124 3,742 3.31% 134 3,458 3.88% 138 4,183 3.30% 138 4,493 3.07% 168 4,944 3.40% 3.40%
東 芝 123 3,425 3.59% 121 3,629 3.33% 202 5,994 3.37% 201 6,189 3.25% 134 6,560 2.04% 3.11%
富 士 通 27 1,814 1.49% 25 2,499 1.00% 37 3,052 1.21% 17 2,490 0.68% 18 1,676 1.07% 1.09%
日 本 電 気 12 2,299 0.52% 18 1,610 1.12% 7 1,775 0.39% 17 1,226 1.39% 23 1,031 2.23% 1.13%
三 菱 電 機 45 1,292 3.48% 39 1,363 2.86% 60 1,534 3.91% 57 1,594 3.58% 47 1,501 3.13% 3.39%
シ ャ ー プ 62 2,433 2.55% 24 2,388 1.01% 31 3,143 0.99% 36 3,442 1.05% 35 2,603 1.34% 1.39%
三 洋 電 機 58 796 7.29% 47 731 6.43% 55 796 6.91% 46 795 5.79% 58 1,065 5.45% 6.37%
合 計 592 25,397 2.33% 546 25,225 2.16% 685 30,962 2.21% 666 29,920 2.23% 585 27,264 2.15% 2.21%
平 均 74 3,175 2.33% 68 3,153 2.16% 86 3,870 2.21% 83 3,740 2.23% 73 3,408 2.15% 2.21%
（出所：各社の2004年度～2008年度「環境報告書」、「有価証券報告書」、2009年３集『会社四季報』をもとに作成。）
（表₃－₆）環境費用と営業費用の推移	 （単位：億円）
年月 2005年3月 2006年3月 2007年3月 2008年3月 2009年3月 平均
社　名 環境費用 営業費用 比率 環境費用 営業費用 比率 環境費用 営業費用 比率 環境費用 営業費用 比率 環境費用 営業費用 比率 比率
日 立 876 87,480 1.00% 898 92,088 0.98% 982 100,654 0.98% 1,017 100,812 1.01% 981 98,732 0.99% 0.99%
パナソニック 551 84,051 0.66% 582 84,801 0.69% 578 86,486 0.67% 485 85,494 0.57% 471 76,926 0.61% 0.64%
東 芝 389 56,813 0.68% 495 61,029 0.81% 542 68,580 0.79% 513 74,300 0.69% 607 69,047 0.88% 0.77%
富 士 通 179 46,026 0.39% 179 46,100 0.39% 167 49,181 0.34% 194 51,259 0.38% 206 47,618 0.43% 0.38%
日 本 電 気 81 47,240 0.17% 91 48,574 0.19% 86 45,827 0.19% 84 44,604 0.19% 71 42,218 0.17% 0.18%
三 菱 電 機 146 32,900 0.44% 165 34,465 0.48% 178 36,227 0.49% 193 37,826 0.51% 218 35,253 0.62% 0.50%
シ ャ ー プ 114 23,888 0.48% 118 26,334 0.45% 153 29,412 0.52% 203 32,340 0.63% 203 29,027 0.70% 0.56%
三 洋 電 機 267 25,261 1.06% 240 25,015 0.96% 221 22,591 0.98% 249 20,072 1.24% 248 18,329 1.35% 1.12%
合 計 2,603 403,659 0.64% 2,768 418,406 0.66% 2,907 438,958 0.66% 2,938 446,707 0.66% 3,005 417,150 0.72% 0.70%
平 均 325 50,457 0.64% 346 52,301 0.66% 363 54870 0.66% 367 55,835 0.66% 376 52,144 0.72% 0.70%
（出所：各社の2004年度～2008年度「環境報告書」、「有価証券報告書」、2009年3集『会社四季報』をもとに作成。）
（表₃－₇）環境研究開発費と研究開発費総額の推移	 （単位：億円）
年月 2005年3月 2006年3月 2007年3月 2008年3月 2009年3月 平均
社　名
環境研究
開発費
研究開発
費総額
比率
環境研究
開発費
研究開発
費総額
比率
環境研究
開発費
研究開発
費総額
比率
環境研究
開発費
研究開発
費総額
比率
環境研究
開発費
研究開発
費総額
比率 比率
日 立 395 3,886 10.16% 422 4,051 10.42% 417 4,125 10.11% 466 4,282 10.88% 503 4,165 12.08% 10.74%
パナソニック 160 6,155 2.60% 189 5,647 3.35% 163 5,780 2.82% 152 5,545 2.74% 124 5,179 2.39% 2.78%
東 芝 100 3,480 2.87% 135 3,724 3.63% 167 3,940 4.24% 111 3,933 2.82% 157 3,783 4.15% 3.54%
富 士 通 18 2,402 0.75% 22 2,415 0.91% 20 2,540 0.79% 23 2,587 0.89% 23 2,499 0.92% 0.85%
日 本 電 気 6 2,753 0.22% 6 2,874 0.21% 5 3,346 0.15% 4 3,522 0.11% 4 3,465 0.12% 0.16%
三 菱 電 機 23 1,305 1.76% 31 1,306 2.37% 38 1,327 2.86% 40 1,488 2.69% 52 1,444 3.60% 2.66%
シ ャ ー プ 8 1,481 0.54% 10 1,543 0.65% 20 1,898 1.05% 24 1,961 1.22% 23 1,955 1.18% 0.92%
三 洋 電 機 125 1,272 9.83% 106 1,267 8.37% 114 1,272 8.96% 142 717 19.80% 136 754 18.04% 13.00%
合 計 835 22,734 3.67% 921 22,827 4.03% 944 24,228 3.90% 962 24,035 4.00% 1,022 23,244 4.40% 4.00%
平 均 104 2,842 3.67% 115 2,853 4.03% 118 3029 3.90% 120 3,004 4.00% 128 2,906 4.40% 4.00%
（出所：各社の2004年度～2008年度「環境報告書」、「有価証券報告書」、2009年３集『会社四季報』をもとに作成。）
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境研究開発費比率は、同平均値は4.00%であ
り、最高値は三洋電機の13.0%、最低値が日
本電気の0.16%であった。この事業規模との
比較では、最高値が三洋電機であり最低値が
日本電気であることが検証できた。
注）
１） 『日本経済新聞』2009年８月12日、朝刊、11面。
２） 同上、11面。日立、パナソニック、三菱電機、
三洋電機はCO2以外の温暖化ガスは含んでいない。
またソニーは見込み値である。
３） GRI （Global Reporting Initiative Guideline）とは、
オランダに本部を置くNGOで、CSR（企業の持続
可能性レポート）ガイドラインづくりを目的とす
る国連環境計画（UNEP）の公認協力機関。
４） 「環境報告書審査基準」とは、環境省が自主的
な参加による環境報告書の第三者レビューの仕組
みに必要な基準についてまとめたもの。実施のた
め「環境報告書基準委員会」及び「環境報告書審
査基準委員会」を平成15年６月に設置した。
５） 筆者がメールで問い合わせた時の某社環境推進
本部企画グループ企画担当者の意見である。
６） 東芝「東芝グループ環境レポート2009」p.67.
７） 製品ライフサイクルとは、原料調達から製造、
輸送、使用、収集運搬、リサイクル、適正処理等
の各段階をいう。ここでは使用段階での環境負荷
低減効果に焦点を当てている。省エネルギー効果
＝Σ［（旧機種の年間消費電力量－新機種の年間消
費電力量）×年間販売台数×電力量目安単位］。同
上、p.68.
８） 同上、p.68.
９） リスク回避効果＝化学物質等補完・貯蔵量×浄
化修復基準金額×発生件数。同上、p.68.
10） 同上、p.68.
11） 「富士通グループ環境・社会報告書2009」p.50.
12） 「シャープ環境・社会報告書2009」p.17.
13） 筆者「わが国の環境会計情報の分析（1）鉄鋼
会社」『埼玉学園大学紀要 経営学部篇』第８号、
平成20年12月、p.121.
₄．結　論
　わが国総合電機会社８社の環境会計情報に
ついて検証結果をまとめる。定性的情報につ
いては、環境報告書の開示方法が従来の小冊
子（ハードコピー）からwebネットからのダ
ウ ン ロ ー ド に 変 更 し た 会 社 が 出 て き た。
NEC、三菱電機、三洋電機は小冊子の発行を
廃止しwebのみの開示にした。集計範囲は、
その記載が編集方針の欄にのみあり環境会計
の頁にはないのが２社あった。他社は環境会
計の頁に開示してある。参考にしたガイドラ
インは「環境会計ガイドライン2005」が主流
である。第三者審査・評価は、監査法人の環
境事業部による独立の第三者審査報告書など
を発行している企業が4社、NPO等の第三者
意見が２社、何もないものが２社であった。
環境会計の記述内容は環境会計ガイドライン
に準じた環境保全効果対比型が多い。
　一方、定量情報では09年３月における環境
投資でパナソニック168億円、東芝134億円、
日立102億円の順で多い。また環境費用は、
日立981億円、東芝607億円、パナソニック
472億円であった。環境投資と環境費用の過
去５年間の平均値は、前者が77億円、後者が
356億円であった。環境投資の最大投資会社
は東芝の156億円、環境費用のそれは日立の
950億円であることが検証できた。
　環境保全コストと売上高の比率では、５年
間平均値は0.79%、最高値は三洋電機の1.52%
最低値が日本電気0.21%である。環境投資比
率では、５年間の平均値が2.21%、最高値は
三洋電機の6.37%、最低値が日本電気の1.13%
である。環境費用比率は、同平均値が0.70%
であった。その最高値が三洋電機の1.12%で
最低値が日本電気の0.18%である。そして環
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14） 筆者、「環境会計の情報開示と環境コストに関す
る研究－国内乗用車産業のケース－」『埼玉学園
大学紀要 経営学部篇』第５号、平成17年12月、
p.148.
15） 筆者、「環境報告書における環境会計情報の開示
－総合化学工業のケース－」『埼玉学園大学紀要』
経営学部篇、第６号、平成18年12月、p.159.
16） 筆者、前掲書、第８号、平成20年12月、p.122. 
筆者、「電力会社における環境会計情報に関する一
考察」『埼玉学園大学紀要』経営学部篇、第７号、
平成19年12月、p.123.
17） 筆者、前掲書、第６号、平成18年12月p.159.
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